
○白老町有一般住宅条例 

平成２２年３月２９日 

条例第２号 

改正 平成２３年７月２２日条例第９号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、白老町の町有一般住宅の設置及び管理に関し、必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「町有一般住宅」とは、公営住宅法（昭和２６年法律第１

９３号）第２条第２号に規定する住宅以外の住宅で、第６条に定める要件を満たす

者に賃貸するための住宅及びその附帯施設をいう。 

（名称及び位置等） 

第３条 町有一般住宅の名称及び位置等は、次のとおりとする。 

名称 位置 棟数 戸数 

川沿町有一般住宅「サンコー

ポラス」 

白老郡白老町川沿２丁目４４８番地９ ２ ６０ 

東町町有一般住宅 白老郡白老町東町５丁目１１番５号 １ １ 

虎杖浜町有一般住宅 白老郡白老町字虎杖浜７４番地の１１ １ ２ 

（入居者の公募の方法） 

第４条 町長は、町有一般住宅の入居者の公募を行うものとする。 

２ 前項の公募に当たっては、町長は、町有一般住宅の位置、戸数、規格、家賃、入

居者資格、申込方法、選考方法の概略、入居時期その他必要な事項を告示するもの

とする。 

（公募の例外） 

第５条 町長は、次に掲げる事由に係る者を町有一般住宅に入居させる場合は、前条

の規定にかかわらず、公募を行わないことができる。 

(1) 災害による住宅の滅失 

(2) 公営住宅の用途廃止 

(3) その他町長が必要と認める事由 

（入居資格） 



第６条 町有一般住宅に入居できる者は、次に掲げる要件を満たす者でなければなら

ない。 

(1) 現に町内に住所を有する者又はその見込みがある者であること。 

(2) 独立した生計を営み、この条例に基づいて定める家賃及び敷金を支払う能力を

有する者であること。 

(3) 住宅に困窮していることが明らかな者であること。 

(4) 公租公課に滞納がない者であること。 

(5) その者又は現に同居し、若しくは同居しようとする親族が暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する

暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。 

（入居の申込み及び決定） 

第７条 前条に規定する入居資格のある者で町有一般住宅に入居しようとする者は、

町長の定めるところにより入居の申込みをしなければならない。 

２ 町長は、前項の規定により入居の申込みをした者のうちから入居者を決定し、当

該入居者として決定した者（以下「入居決定者」という。）に対し、その旨及び町

有一般住宅に入居することができる日（以下「入居可能日」という。）を通知する

ものとする。 

３ 町長は、入居の申込みをした者の数が、入居させるべき町有一般住宅の戸数を超

えるときは、住宅に困窮する度合いの高い者から入居者を決定するものとし、その

旨を入居決定者に対し、通知するものとする。 

（入居補欠者） 

第８条 町長は、前条第３項の規定により入居者を選考する場合において、入居決定

者のほかに補欠として入居順位を定めて必要と認める数の入居補欠者を決定するこ

とができる。 

２ 町長は、入居決定者が町有一般住宅に入居しないときは、前項の入居補欠者のう

ちから入居順位に従い、入居者を決定しなければならない。 

（入居の手続） 

第９条 入居決定者は、決定のあった日から１０日以内に、次の手続をしなければな

らない。 

(1) 規則で定める資格を有する連帯保証人の連署する請書を提出すること。 



(2) 第１６条の規定による敷金を納付すること。 

２ 入居決定者がやむを得ない事情により前項に定める期間内に入居の手続をするこ

とができないときは、同項の規定にかかわらず、町長が別に指示する期間内に同項

各号に掲げる手続をしなければならない。 

３ 町長は、入居決定者が第１項又は第２項に規定する手続をしないときは、町有一

般住宅の入居の決定を取り消すことができる。 

４ 入居決定者は、第１項に規定する手続をしたとき、又は第２項に規定する指示が

あったときは、第７条第２項の規定により通知された入居可能日から１０日以内に

入居しなければならない。ただし、町長の承認を受けたときは、この限りでない。 

（同居の承認） 

第１０条 入居者は、町有一般住宅の入居の際に同居した親族以外の者を同居させよ

うとするときは、規則で定めるところにより、町長の承認を得なければならない。 

２ 町長は、前項の新たに同居させようとする入居の際に同居した親族以外の者が暴

力団員であるときは、同項の承認をしてはならない。 

（入居の承継） 

第１１条 入居者が死亡し、又は退去した場合において、その死亡時又は退去時に当

該入居者と同居していた者は、規則で定めるところにより、町長の承認を受けて引

き続き当該町有一般住宅に居住することができる。 

２ 町長は、前項の引き続き居住しようとする者（同居する者を含む。）が暴力団員

であるときは、同項の承認をしてはならない。 

（家賃の決定及び変更） 

第１２条 町有一般住宅の毎月の家賃は、別表のとおりとする。 

２ 町長は、次の各号のいずれかに該当するときには、家賃を変更することができる。 

(1) 物価の変動に伴い、家賃を変更する必要があると認めるとき。 

(2) 近傍同種の賃貸住宅の家賃に比較して不相当となったと認めるとき。 

(3) 町有一般住宅について改良を施したことに伴い、家賃を変更する必要があると

認めるとき。 

（家賃の減免又は徴収猶予） 

第１３条 町長は、次に掲げる特別の事情があるときは、家賃の減免又は徴収の猶予

をすることができる。 



(1) 入居者に係る収入が著しく低額であるとき。 

(2) 入居者又は同居者の疾病又は傷害により、その生活が窮迫するおそれがあると

き。 

(3) 入居者又は同居者が災害により著しい損害を受けたとき。 

(4) その他特別の事情があるとき。 

２ 前項に定める家賃の減免又は徴収の猶予の判定基準は、町長が別に定める。 

（家賃の納付） 

第１４条 町長は、入居者から、入居可能日から当該入居者が町有一般住宅を明け渡

した日（第２６条第１項の規定により明渡しを請求した場合にあっては、当該明渡

しの期限として指定した日又は明け渡した日のいずれか早い日）までの間、家賃を

徴収する。 

２ 家賃は、毎月末日（月の途中で明け渡した場合は明け渡した日）までにその月分

を納付しなければならない。 

３ 入居者が新たに町有一般住宅に入居した場合又は町有一般住宅を明け渡した場合

において、その月の使用期間が１か月に満たないときは、その月の家賃は、日割計

算による。 

４ 入居者が第２５条に規定する手続を経ないで町有一般住宅を立ち退いたときは、

第１項の規定にかかわらず、町長が明渡しの日を認定し、その日までの家賃を徴収

する。 

（督促） 

第１５条 町長は、家賃を前条第２項に規定する納期限までに納付しない者があると

きは、期限を指定してこれを督促しなければならない。 

（敷金） 

第１６条 町長は、入居者から入居時における家賃の２か月分に相当する金額の敷金

を徴収するものとする。 

２ 町長は、第１３条各号のいずれかに該当する特別の事情があるときは、敷金の減

免又は徴収の猶予をすることができる。 

３ 第１項に規定する敷金は、入居者が町有一般住宅を明け渡すときにこれを還付す

る。ただし、未納の家賃又は損害賠償金があるときは、敷金のうちからこれを控除

した額を還付する。 



４ 敷金には利子をつけない。 

（修繕費用の負担） 

第１７条 町有一般住宅の修繕に要する費用（破損ガラスの修繕及び給水栓、照明灯

その他の附帯施設の構造上重要でない部分の修繕に要する費用を除く。）は、町の

負担とする。 

２ 入居者の責めに帰すべき事由によって前項の修繕の必要が生じたときは、入居者

が修繕し、又はその費用を負担しなければならない。 

（入居者の費用負担） 

第１８条 次に掲げる費用は、入居者の負担とする。 

(1) 電気、ガス、水道及び下水道の使用料 

(2) 汚物及び塵芥の処理並びに排水管の清掃に要する費用 

(3) 附帯施設、給水施設及び汚水処理施設の使用又は維持運営に要する費用 

(4) 前条第１項に規定するもの以外の町有一般住宅の修繕に要する費用 

（入居者の保管義務等） 

第１９条 入居者は、町有一般住宅の使用について必要な注意を払い、これらを正常

な状態において維持しなければならない。 

２ 入居者の責めに帰すべき事由によって町有一般住宅が滅失し、又はき損したとき

は、入居者が現状に復し、又はこれに要する費用を賠償しなければならない。 

３ 入居者は、町有一般住宅を引き続き１５日以上使用しないときは、規則で定める

ところにより、町長に届出をしなければならない。 

（転貸等の禁止） 

第２０条 入居者は、町有一般住宅を他の者に貸し、又はその入居の権利を他の者に

譲渡してはならない。 

（用途変更の禁止） 

第２１条 入居者は、町有一般住宅を住宅以外の用途に使用してはならない。ただし、

町長の承認を得たときは、当該町有一般住宅の一部を住宅以外の用途に使用するこ

とができる。 

（模様替え又は増築等の禁止） 

第２２条 入居者は、町有一般住宅の模様替え若しくは増築をし、又は町有一般住宅

の敷地内に工作物を設置してはならない。ただし、町長の承認を得たときは、この



限りでない。 

（迷惑行為の禁止） 

第２３条 入居者及び同居者は、周辺の環境を乱し、又は他の入居者に迷惑を及ぼす

行為をしてはならない。 

（収入状況の報告の請求等） 

第２４条 町長は、第１３条の規定による家賃の減免若しくは徴収の猶予又は第１６

条第２項の規定による敷金の減免若しくは徴収の猶予に関し必要があると認めると

きは、入居者の収入の状況について、当該入居者に報告を求めることができる。 

（明渡しに係る検査） 

第２５条 入居者は、町有一般住宅の明渡しをするときは、５日前までに町長に届け

出て、町長が指定する者の検査を受けなければならない。 

２ 入居者は、第２２条ただし書の規定により町長の承認を得て町有一般住宅の模様

替え若しくは増築をし、又は町有一般住宅の敷地内に工作物を設置したときは、前

項の検査の時までに、自己の負担で原状に回復しなければならない。ただし、町長

がその必要がないと認めたときは、この限りでない。 

（明渡請求等） 

第２６条 町長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、入居者に対し、

期限を定めて、町有一般住宅の明渡しを請求することができる。 

(1) 入居者が不正の行為により入居したとき。 

(2) 入居者が家賃を３か月以上滞納したとき。 

(3) 入居者が町有一般住宅を故意にき損したとき。 

(4) 入居者が正当な理由によらないで引き続き１５日以上町有一般住宅を使用し

ないとき。 

(5) 入居者が第１０条、第１１条及び第１９条から第２２条までの規定に違反した

とき。 

(6) 入居者又は同居者が第２３条の規定に違反し、その是正のための町長の指示に

従わなかったとき。 

(7) 入居者又は同居者が暴力団員であることが判明したとき。 

(8) 町有一般住宅の用途を廃止するとき。 

２ 前項の規定により町有一般住宅の明渡しの請求を受けた入居者は、同項の期限ま



でに当該町有一般住宅を明け渡さなければならない。 

（立入検査） 

第２７条 町長は、町有一般住宅の管理上必要があると認めるときは、町長の指定し

た職員に町有一般住宅の検査をさせ、又は入居者に対して適当な指示をさせること

ができる。 

２ 前項の検査において、現に使用している町有一般住宅に立ち入るときは、あらか

じめ当該町有一般住宅の入居者の承認を得なければならない。 

３ 第１項の規定により検査に当たる者は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の

請求があったときは、これを提示しなければならない。 

（駐車場の管理） 

第２８条 町有一般住宅の共同施設として整備された駐車場（以下「駐車場」という。）

の管理については、次条から第３３条までに定めるところによる。 

（使用者の資格） 

第２９条 駐車場を使用することができる者は、次に掲げる条件を具備する者でなけ

ればならない。 

(1) 町有一般住宅の入居者又は同居者であること。 

(2) 入居者又は同居者が自ら使用するため駐車場を必要としていること。 

(3) 第２６条第１項第１号から第７号までのいずれの場合にも該当しないこと。 

（使用の申込み等） 

第３０条 前条に規定する使用者資格のある者で駐車場を使用しようとする者は、町

長の定めるところにより、使用の申込みをしなければならない。 

２ 町長は、前項の規定により使用の申込みをした者のうちから駐車場の使用者を決

定し、当該使用者として決定した者（以下「使用決定者」という。）にその旨及び

使用可能日を通知するものとする。 

３ 町長は、借上げに係る駐車場の使用者を決定したときは、当該使用決定者に当該

駐車場の借上げ期間の満了時に当該駐車場を明け渡さなければならない旨を通知し

なければならない。 

４ 町長は、第１項の規定により使用の申込みをした者の数が使用させるべき駐車場

の区画数を超えるときは、別に定めるところにより、公正な方法で選考して当該駐

車場の使用者を決定するものとする。ただし、入居者又は同居者が身体障害者であ



る場合その他特別の事情がある場合で駐車場の使用が必要であると認めるときは、

町長は、他の者に優先して当該入居者又は同居者に使用させることができる。 

（使用料） 

第３１条 駐車場の毎月の使用料は、近傍同種の駐車場の使用料以下で規則で定める

額とする。 

２ 町長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、駐車場の使用料を変更

することができる。 

(1) 物価の変動に伴い必要があると認めるとき。 

(2) 駐車場相互の間における使用料の均衡上必要があると認めるとき。 

(3) 駐車場に改良を施したとき。 

３ 町長は、駐車場の使用者に別に定める特別の事情があると認めるときは、当該駐

車場の使用料を減免又は徴収の猶予をすることができる。 

（駐車場の明渡請求） 

第３２条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、駐車場の使用者に対し駐

車場の明渡しを請求することができる。 

(1) 使用者が第２９条に規定する使用者資格を失ったとき。 

(2) 使用者が不正の行為によって駐車場の使用許可を受けたとき。 

(3) 使用者が駐車場の使用料を３か月以上滞納したとき。 

(4) 使用者が駐車場を故意にき損したとき。 

(5) 使用者が第２３条並びに次条において準用する第１９条第１項及び第２項、第

２０条、第２１条及び第２２条の規定に違反したとき。 

(6) 使用者が正当な理由なく１５日以上駐車場を使用しないとき。 

(7) 駐車場の借上げ期間が満了したとき。 

(8) 前各号のほか、町長が駐車場の管理上必要があると認めるとき。 

２ 前項の規定による請求を受けた者は、速やかに駐車場を明け渡さなければならな

い。 

（管理に関する規定の準用） 

第３３条 第１４条、第１５条、第１９条から第２２条まで及び第２５条の規定は、

駐車場の管理について準用する。この場合において、これらの規定中「入居者」と

あるのは「使用者」と、「家賃」とあるのは「使用料」と、第１４条第１項及び第



４項、第１９条から第２２条まで及び第２５条中「町有一般住宅」とあるのは「駐

車場」と、第１４条第１項中「第２６条第１項」とあるのは「第３２条第１項」と、

同条第３項中「町有一般住宅に入居した場合又は町有一般住宅」とあるのは「駐車

場の使用を開始した場合又は駐車場」と、同条第４項中「第２５条」とあるのは「第

３３条において準用する第２５条」と、第２０条中「入居」とあるのは「使用」と、

第２１条中「住宅」とあるのは「駐車場」と、第２５条第２項中「第２２条ただし

書」とあるのは「第３３条において準用する第２２条ただし書」と読み替えるもの

とする。 

（意見の聴取） 

第３４条 町長は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める者が暴力

団員であるかどうかについて、警察署長の意見を聴くことができる。 

(1) 第７条第２項及び第３項の規定により町有一般住宅の入居者を決定しようと

する場合 入居の申込みをした者及び当該入居の申込みをした者と現に同居し、

又は同居しようとする親族 

(2) 第１０条第１項の承認をしようとする場合 新たに同居させようとする者 

(3) 第１１条第１項の承認をしようとする場合 承認を受けようとする者及び当

該承認を受けようとする者と現に同居し、又は同居しようとする親族 

(4) 第３０条第２項の規定により駐車場の使用者の決定をしようとする場合 入

居者又は同居者 

２ 町長は、町有一般住宅の管理のため特に必要があると認めるときは、町有一般住

宅の入居者及び同居者が暴力団員であるかどうかについて、警察署長の意見を聴く

ことができる。 

（罰則） 

第３５条 詐欺その他不正の行為により、町有一般住宅の家賃の全部又は一部の徴収

を免れた者は、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する

金額が５万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料に処する。 

（委任） 

第３６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 



附 則（平成２３年７月２２日条例第９号） 

この条例は、平成２３年１０月１日から施行する。 

別表（第１２条関係） 

名称 規格 家賃 

川沿町有一般住宅「サンコー

ポラス」 

３DK １階、２階、３階 月額 ３

０，０００円 

４階、５階 月額 ２５，０

００円 

東町町有一般住宅 ３LK 月額 １０，０００円 

虎杖浜町有一般住宅 ３LK 月額 １１，０００円 

 



○白老町有一般住宅条例施行規則 

平成２２年４月１日 

規則第８号 

改正 平成２３年８月１日規則第１３号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、白老町有一般住宅条例（平成２２年条例第２号。以下「条例」

という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（入居の申込み） 

第２条 条例第７条第１項の規定による町有一般住宅の入居の申込みは、町有一般住

宅入居申込書（様式第１号）を町長に提出して行わなければならない。 

２ 前項の申込書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、条例第

５条各号のいずれかの事由により入居させる場合で、町長が添付する必要がないと

認めるものについては、この限りでない。 

(1) 住民票の写し 

(2) 町長が指定する期間に係る収入額を証する書類 

(3) 納税証明書 

(4) その他町長が必要と認める書類 

３ 第１項の申込書は、当該申込みに係る入居者又は入居補欠者の決定に限り効力を

有する。 

（入居者の決定） 

第３条 条例第７条第２項又は第３項の規定による通知は、町有一般住宅入居決定書

（様式第２号）により行うものとする。 

（入居補欠者の決定） 

第４条 町長は、条例第８条第１項の規定により入居補欠者を決定する場合は、当該

町有一般住宅ごとに入居の申込みをした者の中から、住宅に困窮する度合いが高い

者から入居者を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により入居補欠者を決定したときは、当該入居補欠者に対し、

町有一般住宅入居補欠決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

３ 入居補欠者が町有一般住宅の入居を辞退したときは、入居補欠者の資格を放棄し

たものとみなす。 



（入居の手続） 

第５条 条例第９条第１項第１号に規定する請書は、町有一般住宅入居請書（様式第

４号）によるものとする。 

２ 前項の請書には、入居決定者及び次条第１項に規定する連帯保証人の印鑑証明書

並びに当該連帯保証人の収入額を証する書類を添付しなければならない。 

（連帯保証人） 

第６条 条例第９条第１項第１号に規定する連帯保証人は、入居者が家賃を滞納した

とき、又は入居者の責めに帰すべき事由により町に損害を与えたときに、入居者と

連帯して責務を負うことができる者でなければならない。 

２ 町長は、連帯保証人が適当でないと認めるときは、その連帯保証人の変更を命ず

ることができる。 

（連帯保証人の変更） 

第７条 入居者は、連帯保証人が前条第１項に規定する資格を失ったとき、又は連帯

保証人を変更しようとするときは、町有一般住宅入居者連帯保証人変更承認申請書

（様式第５号）に、連帯保証人引受承諾書（様式第６号）を添えて、町長に提出し、

その承認を受けなければならない。 

２ 前項の承諾書には、連帯保証人の印鑑証明書及び収入額を証する書類を添付しな

ければならない。 

３ 町長は、第１項の承認をするときは、当該入居者に対し、町有一般住宅入居者連

帯保証人変更承認書（様式第７号）を交付するものとする。 

４ 入居者は、連帯保証人の住所又は氏名に変更があったときは、町有一般住宅入居

者連帯保証人住所（氏名）変更届（様式第８号）に連帯保証人の住民票の写しを添

えて、町長に提出しなければならない。 

（入居手続の猶予の届出） 

第８条 入居決定者は、条例第９条第１項に規定する期間内に入居の手続をすること

ができないときは、町有一般住宅入居手続猶予届（様式第９号）により、町長に届

け出なければならない。 

２ 町長は、前項の規定による届出があったときは、これを審査し、やむを得ない事

情があると認めるときは、町有一般住宅入居手続猶予決定書（様式第１０号）によ

り、猶予の決定の内容を指示するものとする。 



（入居決定の取消し等） 

第９条 町長は、条例第９条第３項の規定により入居の決定を取り消すときは、町有

一般住宅入居決定取消通知書（様式第１１号）により、当該入居決定者に通知する

ものとする。 

２ 入居決定者は、やむを得ない理由により当該町有一般住宅の入居の決定を辞退す

るときは、入居可能日の前日までに、町有一般住宅入居決定辞退届（様式第１２号）

により、町長に届け出なければならない。 

（同居の承認） 

第１０条 入居者は、条例第１０条に規定する同居の承認を受けようとするときは、

町有一般住宅同居承認申請書（様式第１３号）に次に掲げる書類を添えて、町長に

提出しなければならない。 

(1) 入居者と同居させようとする者との関係を証する書類 

(2) 同居させようとする者の町長が指定する期間に係る収入額を証する書類 

(3) 同居させようとする者の納税証明書 

(4) その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は、前項の承認をする場合は、当該入居者に対し、町有一般住宅同居承認書

（様式第１４号）により、その旨を通知するものとする。 

（入居者の異動届） 

第１１条 入居者は、同居者に出生、死亡又は転出による異動が生じたときは、速や

かに町有一般住宅同居者異動届（様式第１５号）を町長に提出しなければならない。 

（入居の承継） 

第１２条 条例第１１条の規定による入居の承継を受けようとする者は、町有一般住

宅入居承継承認申請書（様式第１６号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出し

なければならない。 

(1) 入居者の死亡又は退去の事実を証する書類 

(2) 申請者と入居者の関係を証する書類 

(3) 申請者に係る町長が指定する期間に係る収入額を証する書類 

(4) その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は、前項の承認をする場合は、申請者に対し、町有一般住宅入居承継承認書

（様式第１７号）を交付するものとする。 



３ 前項の承認を受けた者は、条例第９条第１項第１号に規定する請書を町長に提出

しなければならない。 

（家賃の変更） 

第１３条 町長は、条例第１２条第２項の規定により家賃を変更する場合は、町有一

般住宅家賃変更決定通知書（様式第１８号）により、家賃を変更する１か月前まで

に入居者に通知するものとする。 

（家賃の減免又は徴収猶予） 

第１４条 条例第１３条第１項に規定する家賃の減免は、家賃の額から別表第１左欄

に掲げる家賃の減免の要件の区分に応じ、当該右欄に掲げる額を減じてするものと

する。 

２ 前項の規定により行う家賃の減免の期間については、別表第２のとおりとし、特

別の事情がある場合は、町長が別に定めるものとする。 

３ 第１項の規定により減免する額に１００円未満の端数があるときは、その端数を

切り上げるものとする。 

４ 条例第１３条第１項の家賃の徴収の猶予は、同項第２号又は第３号に該当するこ

とにより家賃の納付日までに納付することが困難であると認められるときは、６月

を超えない期間を定めてするものとする。 

（家賃の納付方法等） 

第１５条 条例第１４条第２項（条例第３３条において準用する場合を含む。）の規

定による家賃の納付は、町長が発する納入通知書又は口座振替の方法によらなけれ

ばならない。 

２ 条例第１４条第４項（条例第３３条において準用する場合を含む。）の規定によ

る明け渡した日の認定は、様式第１９号により行うものとする。 

（敷金の減免又は徴収猶予） 

第１６条 条例第１６条第２項の規定による敷金の減免は、敷金の額から別表第３の

左欄に掲げる敷金の減免の要件の区分に応じ、当該右欄に掲げる減免する額を減じ

てするものとする。 

２ 条例第１６条第２項の規定による敷金の徴収の猶予は、条例第１３条第１項第２

号又は第３号に該当することにより敷金の納付期限までに納付することが困難であ

ると認められるときに、３月を超えない期間を定めてするものとする。 



（敷金の納付方法） 

第１７条 条例第９条第１項第２号の規定による敷金の納付は、町長が発する納入通

知書によらなければならない。 

（家賃等の減免又は徴収猶予の申請） 

第１８条 条例第１３条及び第１６条第２項に規定する家賃及び敷金の減免又は徴収

の猶予を受けようとする者は、町有一般住宅家賃（敷金）減免（徴収猶予）申請書

（様式第２０号）に町長が必要と認める書類を添えて、町長に提出しなければなら

ない。 

２ 町長は、前項に規定する減免又は徴収の猶予をするときは、当該入居者に対し、

町有一般住宅家賃（敷金）減免（徴収猶予）決定通知書（様式第２１号）により、

その旨を通知するものとする。 

（滅失等の報告） 

第１９条 入居者は、町有一般住宅を滅失させ、又はき損したときは、直ちに町有一

般住宅滅失等報告書（様式第２２号）により、町長に報告しなければならない。 

（長期不使用届） 

第２０条 条例第１９条第３項に規定する届出は、町有一般住宅長期不使用届（様式

第２３号）により行わなければならない。 

（用途変更の承認） 

第２１条 条例第２１条ただし書に規定する承認を受けようとする者は、町有一般住

宅用途一部変更承認申請書（様式第２４号）を、町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の承認をするときは、当該入居者に対し、町有一般住宅用途一部変

更承認書（様式第２５号）により、その旨を通知するものとする。 

（模様替え又は増築等の承認） 

第２２条 条例第２２条ただし書に規定する承認を受けようとする者は、町有一般住

宅模様替え（増築等）承認申請書（様式第２６号）に当該模様替え又は増築等に係

る設計図及び配置図を添えて、町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の承認をするときは、当該入居者に対し、町有一般住宅模様替え（増

築等）承認書（様式第２７号）により、その旨を通知するものとする。 

（明渡届） 

第２３条 条例第２５条第１項の規定による届出は、町有一般住宅明渡届（様式第２



８号）により、行わなければならない。 

（明渡請求） 

第２４条 町長は、条例第２６条第１項の規定により明渡請求を行うときは、町有一

般住宅明渡請求書（様式第２９号）を交付して行うものとする。 

（駐車場の使用料） 

第２５条 条例第３１条第１項の規則で定める額は、別表第４のとおりとする。 

（立入検査証） 

第２６条 条例第２７条第３項に規定する身分を示す証票は、立入検査証（様式第３

０号）とする。 

附 則 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年８月１日規則第１３号） 

この規則は、平成２３年１０月１日から施行する。 

別表第１（第１４条関係） 

家賃の減免の要件 減免する額 

(1) 条例第１３条第１項第１号に該当する場合

で、次のいずれかに該当するとき。 

 

ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以

下「法」という。）の規定による保護を受けて

いるとき。 

家賃から法の規定による住宅扶助

基準月額を減じた額 

イ 法の規定による保護を受けているが入院等

により住宅扶助を停止されているとき。 

家賃月額の１００分の８０ 

ウ 収入が法に基づく保護基準月額（以下「基準

月額」という。）の１．０倍以下のとき。 

家賃月額の１００分の７０ 

エ 収入が基準月額の１．０倍を超え１．１倍以

下のとき。 

家賃月額の１００分の５０ 

オ 収入が基準月額の１．１倍を超え１．２倍以

下のとき。 

家賃月額の１００分の３０ 

カ 収入が基準月額の１．２倍を超え１．３倍以家賃月額の１００分の１０ 



下のとき。 

(2) 条例第１３条第１項第２号に該当する場合

で、収入から町長が療養に要するとして認定した

費用額を減じたものを収入とみなした場合に前

号ウからカまでのいずれかに該当するとき。 

前号ウからカまでの区分に応じ当

該ウからカまでに掲げる減免する

額 

(3) 条例第１３条第１項第３号に該当する場合

で、収入から町長が認定した損害額を減じたもの

を収入とみなした場合に第１号ウからカまでの

いずれかに該当するとき。 

第１号ウからカまでの区分に応じ

て当該ウからカまでに掲げる減免

する額 

(4) 条例第１３条第１項第４号に該当する場合

で、次のいずれかに該当するとき。 

 

ア 条例第１３条第１項第２号又は第３号の場

合に該当し、それぞれ前２号の規定により収入

とみなしたものの額が基準月額の１．３倍を超

えるとき。 

前３号の場合に準じて町長が決定

する額 

イ アに該当するとき以外のとき。 

注 収入とは、世帯における所得税法の総収入のほか所得税法（昭和４０年法律第

３３号）の規定により非課税とされている恩給、年金その他これらに準ずる給付、

法の規定により非課税とされている扶助料その他これらに類する給付金等で法律

の規定により非課税とされている所得がある場合には、それらの所得を給与所得

とみなして収入を算出するものとする。 

別表第２（第１４条関係） 

減免対象 減免期間 

条例第１３条第１項第１号の場合 １年以内とする。 

条例第１３条第１項第２号の場合 療養に要する期間とする。 

条例第１３条第１項第３号の場合 原則６か月とし、当該損害額を勘案して定め

る。 

条例第１３条第１項第４号の場合 原則６か月とし、当該事情を勘案して定める。 

注 減免期間については、当該減免の属する年度を超えないものとする。 



別表第３（第１６条関係） 

敷金の減免の要件 減免する額 

別表第１の左欄に掲げる家賃の減免の要件

に該当するとき（同表第１号アに該当する

ときを除く）。 

敷金から別表第１の左欄に掲げる家賃の減

免の要件の区分に応じ当該右欄に掲げる減

免する額を家賃から減じた後の額の２倍に

相当する額を減じた額 

別表第４（第２５条関係） 

町有一般住宅の名称 駐車場使用料金 

川沿町有一般住宅「サンコーポラス」 １，５００円／月 

上記以外の住宅 無料 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第７条関係） 

様式第８号（第７条関係） 

様式第９号（第８条関係） 

様式第１０号（第８条関係） 

様式第１１号（第９条関係） 

様式第１２号（第９条関係） 

様式第１３号（第１０条関係） 

様式第１４号（第１０条関係） 

様式第１５号（第１１条関係） 

様式第１６号（第１２条関係） 

様式第１７号（第１２条関係） 

様式第１８号（第１３条関係） 

様式第１９号（第１５条関係） 

様式第２０号（第１８条関係） 

様式第２１号（第１８条関係） 

様式第２２号（第１９条関係） 

様式第２３号（第２０条関係） 

様式第２４号（第２１条関係） 

様式第２５号（第２１条関係） 

様式第２６号（第２２条関係） 

様式第２７号（第２２条関係） 

様式第２８号（第２３条関係） 

様式第２９号（第２４条関係） 

様式第３０号（第２６条関係） 



 



○白老町有一般住宅の入居手続に係る連帯保証人の認定基準 

平成２５年１月１８日 

告示第３号 

（趣旨） 

第１条 この基準は、白老町有一般住宅の入居手続に係る白老町有一般住宅条例（平

成２２年条例第２号。以下「条例」という。）第９条第１項第１号及び白老町有一

般住宅条例施行規則（平成２２年規則第８号）第６条第１項の連帯保証人（以下単

に「連帯保証人」という。）の認定に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（認定基準） 

第２条 連帯保証人の認定基準は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 独立した生計を営む者（未成年者、成年被後見人、成年被保佐人、成年被補助

人及び破産者を除く。）で、年収が川沿町有一般住宅「サンコーポラス」につい

ては１３０万円以上の者、東町町有一般住宅及び虎杖浜町有一般住宅については

７５万円以上の者 

(2) 市町村民税、国民健康保険税等及び公課金を滞納していない者 

２ 条例第９条第１項第１号に規定する連署は、前項各号に掲げる認定基準の全てを

満たす者１人以上のものでなければならない。 

附 則 

この告示は、平成２５年１月１８日から施行する。 

 


